
これまでの取組について 

 

・事業執行体制 

本市では、平成 12年度に処理場の汚泥処理委託、平成 17 年度に水処理委託、平成

19 年度には管路の維持管理を委託し、民間活用による効率化を進めてきました。  

汚水処理施設の普及が完了したこともあり、平成７年度に 130 名だった職員数は、３

分の１以下となり、事業の委託化の推進などにより、経費の削減と民間活力の導入を

図ってきました。 

また、管路の維持管理については、管路の状況を即時かつ的確に把握し、計画的に

維持管理を行うため、令和３年度から市の直営業務へ移行しました。 

下水道事業会計職員数：38 人【事務 17人、技術 21 人】 

                                                  （令和６年４月１日現在） 

 

・業務の効率化 

マンホールポンプは、令和６年３月末現在において市内に 115 箇所ありますが、 

 故障すると下水を水再生センターまで運ぶことができなくなるため、適切に維持管理

を行う必要があります。ポンプの異常を早期に把握し、効率的に管理を行うため遠隔

監視システムを導入するなど業務の合理化を進め、経費削減や修繕の優先順位付けに

より経費の節減を図ってきました。 

また、令和４年４月から下水道台帳のインターネット公開を開始し、ＤＸの取り組 

みを進めています。業務のあり方の検討や本来職員が担うべき業務を精査することで

市民サービスの向上及び業務の効率化に努めます。 

 
 

・流域下水道への編入 

  単独公共下水道北野処理区の終末処理場として昭和 44 年から処理を開始した北野

下水処理場は、令和３年１月に単独公共下水道北野処理区を流域下水道秋川処理区へ

全面編入したことに伴い廃止しました。流域下水道秋川処理区への編入によって、流

域下水道のスケールメリットを活かし、施設の更新費等を含めたトータルコストの縮

減や高度処理への対応など事業運営の効率化を図りました。 

 

 

 

・老朽化対策 

下水道施設は、市民生活を支える必要不可欠なライフラインの一つです。将来起 

 りうる事態を予測し、不具合に至る前に対策を行う予防保全を基本とした計画的かつ

効率的な維持管理のため、ストックマネジメント計画を策定し実施しています。 

市内で最も布設年度が古く、都市機能が集中している旧北野処理区の合流区域につい

て管路の延命化や更新を行いました。ストックマネジメント計画のリスク評価に基づ

き、優先度の高いエリアについてスクリーニング調査の実施後、管内カメラを用いた

詳細調査を実施し、その点検・調査結果により延命化や更新を行っています。 

 

  



 

・下水道使用料の滞納者に対しての取組 

  滞納者について、徴収業務を東京都水道局に委託しており、催告などは東京都水

道局が行っています。引き続き、東京都には徴収努力をしてもらうよう伝えていき 

 ます。東京都水道局でも対応不能となった滞納者については、東京都より徴収権の

返還を行い、市が徴収を行っています。 

 

 

  

・まとめ 

  これまで収入確保や費用抑制など経営努力を積み重ねてきましたが、令和８年度 

 以降は流域下水道維持管理費負担金が増額になると、経常収支比率及び経費回収率 

 が 100％を大きく下回ることが見込まれます。そのため、新たな使用料や使用料体 

 系を検討する必要があります。近年は接続人口が一定水準で推移しており、下水道 

 使用料の収入もほぼ横ばいに推移しています。今後は人口の増加が見込めないこと 

 や節水技術の向上により下水道使用料の収入は徐々に減少していくと推計していま 

 す。 

  また、近年の電気料金等の高騰、労務単価の上昇及び下水道施設の老朽化による 

 維持管理経費が増加していくことが見込まれており、その財源を安定的に確保する 

 ために適正な下水道使用料の検討を行う必要があります。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


